
 

 

神戸町空家バンク事業の実施に関する協定運用細則 

 

 

 神戸町（以下「甲」という。）と公益社団法人岐阜県宅地建物取引業協会西濃支部（以下「乙」と

いう。）が締結した神戸町空家バンク事業の実施に関する協定書（以下「協定書」という。）第５条

に基づき次のとおり運用細則を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この運用細則は、協定の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力事業者） 

第２条 協定書第２条第２項の協力事業者とは、乙の会員のうち、甲の依頼に基づき神戸町空家バ 

ンクへの登録に係る物件の調査又は媒介に協力する会員として、神戸町空家バンク協力事業者届 

出書（第１号様式）により甲に届出をした会員とする。 

 

（空家の調査） 

第３条 甲は、物件の登録申込みがあったときは、乙に対し、神戸町空家バンク登録申込みに係る 

調査依頼書（第２号様式）により調査を依頼し、乙は、甲の通知を受けた後、協力事業者を選定 

し、当該空家の調査を行うものとする。 

 

（調査に係る結果の報告） 

第４条 協力事業者は、前条の規定による調査の結果について、速やかに神戸町空家バンク登録に

係る調査結果報告書（第３号様式）により甲に報告するものとする。 

  

（調査の委託料） 

第５条 甲は、乙に対して依頼した調査に係る委託料について、甲が定めた額以内の額を乙の請求

に基づき支払うものとする。 

 

 （協力事業者の媒介） 

第６条 甲は、登録物件について、売買・賃貸借の交渉申込みがあったときは、必要に応じて協力

事業者に対し、神戸町空家バンクの媒介にかかる協力（中断・終了）依頼書（第４号様式）によ

り通知し、協力事業者は媒介を行うものとする。 

 

 （媒介に係る結果の報告） 

第７条 協力事業者は、前条の規定による媒介の結果について、遅滞なく神戸町空家バンクの媒介

に係る結果報告書（第５号様式）により甲に報告するものとする。 

 

 （媒介の報酬） 

第８条 媒介に係る協力事業者の報酬については、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）

第４６条第１項の規定による国土交通大臣が定めた報酬の額以内とする。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 （苦情又は紛争の処理） 

第９条 協定書及び運用細則に関して苦情又は紛争が発生した場合には、甲乙協議の上、処理する

ものとする。ただし、登録物件の媒介に係る事項については、協力事業者の責任において処理す

るものとする。 

 

 （その他） 

第１０条 この運用細則に疑義が生じたとき、又はこの運用細則に定めのない事項については、甲

乙協議して定めるものとする。 

 

この運用細則を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 
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